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表 2.1 に世界の主要港と日本の主要港を比較したコンテナターミナルの整備状況 (1)を示す。 
図 2.1 から、2000 年以降において急激に大型化が進行していることがわかる。2015 年
時点で就航しているコンテナ船の最大船型は 19224TEU（船名:MSC OSCAR）であり、この大
きさのコンテナ船が寄港するためには水深 18m 以上の岸壁が必要となる。現状、日本の港
湾において水深 18m の岸壁は横浜港の 1 バースのみしかない。表 2.1 から、日本の主要港





































ービスの提供が必要である。図 2.2 にコンテナ取扱料金の比較(1)を示す。また、図 2.3 に







































































































































年度は約 8.1 万 TEU、平成 26 年度は約 9.5 万 TEU を国内港湾へ転換 
・ 西日本諸港と阪神港 を結ぶ国際フィーダー航路の便数が、実施前後の週６８便から週 
94 便へ約 4 割増加し、平成 26 年度は、国内外の貨物を阪神港へ約 13 万 TEU 集貨。
その結果、平成 26 年の神戸港の内貿コンテナ取扱個数 は対前年比 12.1%増加し、過
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去最高を記録、外内貿合計も 262 万 TEU と 3 年ぶりに増加、平成 27 年の神戸港のコ






・ 大水深コンテナターミナルについては、平成 28 年度までに京浜港で 7 バース、阪神港
で 5 バース整備し、合計 12 バースとする予定。特に、横浜港南本牧ふ頭においては、
平成 27 年４月に、我が国最大となる水深 18m の大水深コンテナターミナルが供用開
始し、世界最大級のコンテナ船への対応が可能となった 
・ 港湾運営会社によるコスト削減努力により、阪神港のコンテナターミナル料金が平成
26 年 10 月時点で平成 14 年と比べ 50％減額 
・ 阪神港における渋滞対策事業により、コンテナターミナルゲート前の渋滞長を最大延
べ 10.1km 削減（平成 26 年 12 月以降） 
・ 阪神港における港湾運営会社（「阪神国際港湾株式会社」）の指定及び同社への国出資
による、国・港湾管理者・民間の協働体制の構築・港湾運営会社への国出資により、
































みに寄港する輸送サービスが増加してきている。実際に、北米航路の CEN(China Express 
North-East)という輸送サービスは、2011 年には横浜港に寄港していたが 2014 年には横浜
港へ寄港しなくなっている。この輸送サービスの平均船型は 2011 年から 2014 年で 7736TEU














図 3.1 に対象航路と対象港湾の範囲を示す。また、表 3.1 に研究対象とした港湾の一覧
を示す。 
なお、分析で用いる船型、船速、寄港地、輸送サービス毎の隻数といったデータは、国
際輸送ハンドブック(16)のものを使用した。期間は、2005 年から 2014 年までであり、3 年
毎の 2005 年、2008 年、2011 年、2014 年のデータを用いることとした。分析で用いたデー
タ数は、分析に必要な全てのデータが揃っているものでかつウィークリーサービスを行っ





図 3.1 対象航路と対象港湾の範囲 
 



























いて、平均船型と 1 サービス当たりの寄港回数の推移を調査する。図 3.2 に 2005 年から
2014 年までの輸送サービス当たりの平均船型と寄港回数の推移を示す。 
 
図 3.2 平均船型と寄港回数の推移 
 
図 3.2 より、平均船型が単調に増加していることから、船型の大型化が進んでいること
がわかる。特に、2011 年から 2014 年にかけては増加が大きく、近年の大型化の進行が早
まっていることがわかる。2005 年に 4145TEU だった船型が、2014 年には 6964TEU と約 1.7





























2005 44 19 43%
2008 41 16 39%
2011 35 11 31%
2014 29 9 31%
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4. 輸送サービスにおける 1 サイクル時間と必要隻数 
4.1 1 サイクル時間の定式化 
コンテナ船が輸送サービスを 1 周するのに要する時間を 1 サイクル時間と定義する。こ








係数 CB を求めた。また、回帰係数を推定する際、回帰定数は 0 として分析を行った。なお、
1 サイクル時間は、輸送サービス毎に国際輸送ハンドブック (16)から求めた。 
 
T = 𝐶𝐴 × 𝐴 + 𝐶𝐵 × 𝐵 + 𝐶𝐶  ------------ (1) 
𝐶𝐶 = 𝑀 ÷ S  ------------------------ (2) 











式（3）をもとに 3.1 節に示すデータから回帰分析を行った結果を表 4.1 に示す。決定
係数が 0.972 と高く、モデルの精度は高い。また、係数の t 値の値も高く、有意水準 1%で
有意である。 
 






A：寄港回数 CA　　　36.544 6.873 2.200E-07




ある輸送サービスにおける必要隻数は、コンテナ船が 1 週間に 1 回寄港するウィークリ
ーサービスの場合、次の式(4)から求められる。 
 







5. 1 サイクル時間と必要隻数の感度分析 
5.1 前提条件 
図 5.1 に研究対象航路における航海距離別の輸送サービスの個数を示す。 
 








型、就航隻数、寄港回数、速力が平均的な輸送サービスである PSW (Pacific Southwest 
Service)を参考に検討を行った。検討で用いる輸送サービスの基本条件を図 5.2 に示す。 
 
 








図 5.3 平均船型と船速の関係 
 
研究対象とした航路に就航しているコンテナ船の輸送サービスの平均船型は約 1800～








5.2 船型と 1 サイクル時間 
船型と 1 サイクル時間の関係を図 5.3 に示す。 
 
 
図 5.3 船型と 1 サイクル時間の関係 
 
























船型と必要隻数の関係を図 5.4 に示す。 
 
図 5.4 船型と必要隻数の関係 
 
図 5.4 より、平均船型が大きくなるのに伴い、必要隻数が段階的に増加していることが


















5.4 寄港回数と 1 サイクル時間の関係 





図 5.5 寄港回数と 1 サイクル時間の関係 
 

























図 5.6 寄港回数と必要隻数の関係 
 
図 5.6 より、寄港回数が増えると、必要隻数が不連続に増加していることがわかる。こ
れは先の図 5.5 に示すように 1 サイクル時間が増加することが原因で、先の式(3)から求め
られるウィークリーサービスを満たすための必要隻数が不連続な関数となっていることか
らもわかる。これより、5.3 節と同様に隻数増加に伴う費用増加が発生する。逆に、寄港











4 章で示した必要隻数の変化が、コンテナ 1TEU 当たりの輸送費用に与える影響を推計す
る。そのため輸送費用を、黒川ら(17)のモデルを基にコンテナ関係費を加え、式(6)に示す
ように燃料費、入出港費、荷役費、船員費、船舶費、コンテナ関係費の和で表す。また、
これをコンテナ総数で割ってコンテナ 1TEU 当たりの輸送費用を算出する（式(5)）。 
 
𝑇𝐶′ = TC ÷ (CAP × f × 2)  ------------- (5) 
TC = 𝐹𝐿 + 𝐸𝐹 + 𝐻𝐶 + 𝐶𝐸 + 𝑆𝑃 + 𝐶𝑂  --- (6) 
FL = 𝐶𝑏𝑒 × FC  ---------------------- (7) 
EF = (𝐶𝑝𝑎 + 𝐶𝑝𝑏 × 𝐶𝐴𝑃) × 𝑃𝑁 × 𝑓  ----- (8) 
HC = 𝐶ℎ𝑐 × CAP × f × 2 × 2  ----------- (9) 
CE = 𝐶𝑐𝑒 × 𝐻𝑁𝑐𝑎𝑝 × 𝑁  -------------- (10) 

















船型と輸送費用の関係を図 6.1 に示す。 
 
図 6.1 船型と輸送費用の関係 
 








































































表 7.1 と図 7.1 に、既存の基幹航路における 1 サイクル時間と東京港へ基幹航路が寄港
した場合の 1 サイクル時間を示す。図中の 840 時間のところに引かれている破線は、既存
の 5 隻数で就航可能な 1 サイクル時間の上限である。 
 




図 7.1 東京港に寄港した場合の 1 サイクル時間 
 







サービス 入出港時間 荷役時間 航海時間 合計
PSW-2 292 16 507 815



























図 7.2 東京港に寄港する場合の 
輸送サービス全体での荷役・入出港時間削減率 
 









～8000TEU の範囲に着目すると、最大で 25％の削減率となっていることがわかる。 
そこで、この削減率の実行可能性について検討する。西村ら (7)の既存研究では、荷役時
間を 17.7％削減できるとされていた。しかし、5600TEU における 1 サイクル時間の構成比
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𝑊𝑝 = ∑ 𝑊(𝑃,𝑖)
′
























表 7.2 各港湾のコンテナ取扱量 
 
 
表 7.3 東アジアと北米間におけるコンテナ流動比率 
 
 
表 7.4 東アジアと北米西岸間のコンテナ流動量 
 
 
港湾 2005年 2008年 2011年 2014年
東京 3590000 4155997 4639664 4894511
横浜 2873288 3481485 3083432 2888029
釜山 11843000 13452786 16184706 18680000
上海 18084000 27980000 31739000 35290000
香港 22602000 24494229 24384000 22230000
※シンガポール 23190000 29918200 29937700 33870000
寧波 5208000 11226000 14720000 19450000
塩田 7660000 9684000 10264000 11673000
青島 6307000 10320000 13020000 16620000
高雄 9471056 9676554 9640000 10590000
単位[TEU]
年 2005 2008 2011 2014
全世界[TEU] 85533370 103406159 115775000 123978000
関係航路[TEU] 54524000 66439000 79763000 65414000
北米航路[TEU] 18331000 19601000 20044000 21045000
北米航路の割合 34% 30% 25% 32%
港湾 2005年 2008年 2011年 2014年
東京 977638 1131771 1263485 1332885
横浜 782461 948087 839688 786475
釜山 3225115 3663496 4407459 5086984
上海 4924679 7619583 8643243 9610260
香港 6155032 6670329 6640311 6053728
※シンガポール 6315158 8147398 8152708 9223562
寧波 1418255 3057092 4008587 5296672
塩田 2085990 2637171 2795118 3178820
青島 1717538 2810368 3545638 4525999












年間輸送能力とコンテナ取扱量の分散分析を行った結果、P 値が 2.21E-13 となり、年間
輸送能力の値がコンテナ取扱量に影響しているという事が言えることがわかった。  
次に、回帰分析を行った結果を表 7.5 に示す。決定係数が 0.794 となっており、モデル
の精度は良いといえる。また、係数の t 値の値も高く、P 値の値から有意水準 1%で有意で
ある。よって、回帰分析によって得られた回帰式は妥当性のあるものとなっている。 
 





ている。図中の数字は年度を示し、実線の矢印は 2014 年の貨物不足量、破線の矢印は 1
サービス増加させた場合の貨物不足量を示している。 
重相関 R 0.893 補正 R2 0.769
重決定 R2 0.798 標準誤差 1934395.247
回帰定数 0
偏回帰係数 t P-値




図 7.3 各港湾における年間輸送能力とコンテナ取扱量の関係 
 
 











対する東京港、横浜港の 2014 年のコンテナ取扱量と回帰式で求めたコンテナ取扱量を示す。 
 



















表 7.7 の結果より、東京港に寄港する輸送サービス数を 1 サービス増加させた場合には、















東京港 2024952 1332885 2363978 1031093 56%







まず、平均船型と 1 サービス当たりのコンテナ取扱量の分散分析を行った結果、P 値が
2.01E-16 となり、平均船型の値が 1 サービス当たりのコンテナ取扱量に影響しているとい
う事が言えることがわかった。次に、回帰分析を行った結果を表 7.8 に示す。決定係数が









ている。図中の数字は年度を示し、実線の矢印は 2014 年の貨物不足量、破線の矢印は 1
サービス増加させた場合の貨物不足量を示している。 
  
重相関 R 0.901 補正 R2 0.784
重決定 R2 0.812 標準誤差 144242.007
回帰定数 0
偏回帰係数 t P-値




図 7.5 各港湾における平均船型と 1 サービス当たりのコンテナ取扱量の関係 
 





 図 7.5 の回帰式より、平均船型が大きくなるほど 1 サービス当たりのコンテナ取扱量が
増加していることがわかる。また、東京港、横浜港は回帰式の直線よりも下にあるため他
の港湾よりも寄港するコンテナ船の平均船型に対するコンテナ取扱量が少ないことがわか






る東京港、横浜港の 2014 年の 1 サービス当たりのコンテナ取扱量と回帰式で求めた 1 サー
ビス当たりのコンテナ取扱量を示す。  
 














比較する。表 7.10 に東京港、横浜港の現状の平均船型における 1 サービス当たりのコンテ
ナ取扱量と、回帰式で求めたコンテナ取扱量を示す。  
 















東京港 5563 222148 339279 117132 65%
横浜港 4593 262158 280107 17949 94%
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1 サービス当たり東京港では約 20 万 TEU、横浜港では約 16 万 TEU の集荷が必要であること
がわかった。そして、回帰式で求めた 1 サービス当たりのコンテナ取扱量と比較し、東京














る輸送サービスを 1 週間当たり 7 個（1 日 1 隻の寄港）にすることを目標としている。 












ィークリーサービスは 11 個、その他のサービスは 1 個であった。1 週間当たりの寄港隻数
の換算値は 11.7 個となっている。同様に、横浜港に寄港する全てのサービス数は 16 個で
あり、そのうちウィークリーサービスは 9 個、その他は 7 個であった。1 週間当たりの寄
港隻数の換算値は 12.3 隻となっている。このことから、東京港、横浜港においては 2014
年において北米基幹航路のデイリー寄港は満たしていることになる。しかし、川崎港は 1



















東京 7 12 11 1 11.7 4.7
横浜 7 16 9 7 12.3 5.3
川崎 7 2 0 2 1.2 -5.8
大阪 7 6 3 3 4.4 -2.6








量の不足量を表 7.12 に示す。 
 






 図 7.7 より、川崎港はコンテナ取扱量、年間輸送能力ともに値が小さいことが分かる。
また、デイリー寄港を達成するためには大幅にコンテナ取扱量を増加させなければならな
いことが分かる。表 7.12 から、デイリー寄港を実現するために必要なコンテナ取扱量に対





実際に、2014 年の横浜港の取扱量は 2880029TEU であり、2015 年（速報値）では 2787296TEU
となっており、92733TEU 減少している (22)。東アジア諸港の平均的なコンテナ取扱量から離











川崎 1595168 21025 1862238 1841213 1%











図 8.1 世界のコンテナ荷動き量と船腹量の推移  
 
 












8.2 減速航海と 1TEU 当たりの輸送費用の関係 
以上の状況を踏まえ、当時の減速航海の可能性について考察する。まず、減速航海によ
る 1TEU 当たりの輸送費用に与える影響について図 8.3 に示す。図中の青色の実線は、輸送
サービス単独で見た場合で、赤色の破線は、船会社のコンテナ船事業全体からの視点で、
余分に船舶を 1 隻保有していた場合の輸送費用の変化を表している。 
 
図 8.3 減速航海時の船速毎の輸送費用の変化  
 






































ける基幹航路では、船型が 6000TEU を超える当たりから、1200～1400TEU 程度船型が























万 TEU、横浜港では約 49万 TEUのコンテナ取扱量の集荷が必要であることが分かった。 
(6) 国際コンテナ戦略港湾政策の目標である北米航路のデイリー寄港に対し、現状では川














し、その一方で 1 サイクル時間が増加するため、19 ノット以下となると必要隻数が増
加し、結果として 1TEU 当たり輸送費用が増加することが分かった。したがって、リー
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